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9.  研究実績の概要 

下欄には、当該年度に実施した研究の成果について、その具体的内容、意義、重要性等を、交付申請書に記載した 

「研究の目的」、「研究実施計画」に照らし、600 字～800 字で、できるだけ分かりやすく記述すること。また、国立 

情報学研究所でﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ化するため、図、ｸﾞﾗﾌ等は記載しないこと。 

 初年度（平成22年度）に計画し，研究計画の一部変更により保留となっていた国内における初期家庭用電気洗濯機

所蔵状況に関するアンケート調査を実施した。実施詳細ならびに結果は以下の通り。 

１）関連施設の選出：国内博物館・史料館・資料館・美術館その他家電製品を所蔵している可能性のある施設をタ

ウンページより全て抽出し，精査のうえアンケート対象を選出 

２）アンケートの実施：アンケートを作成し，１）で選出した施設に対し送付，回答を依頼 

３）アンケート回収・データ整理：回収したアンケートデータを整理・一覧化 

関連施設の選出に際しては，東京都だけで 390 施設が抽出された。このことから，本年度は東京都のみを調査対象

とし，219 施設に対して，昭和 40 年以前の製造であると考えられる家庭用電気洗濯機所蔵の有無についてアンケート

により回答を求めた。得られた返信は 128 件で回答率は 58.4％，確認された洗濯機は 24 点である。アンケートでは，

所蔵の有無と同時に，洗濯機を含む初期家電製品データベース利用意志の有無についても設問した。その結果，42 施

設から利用意志ありとの回答を得ている。現在所蔵のない施設においても，データベースを活用することで今後の資

料収集や展示に有効なデータを共有することが期待されているといえる。 
以上より，本研究の目的としていた，日本の初期国産家庭用洗濯機に関する基礎データの作成について，一定の成

果を上げるとともに，家電製品に歴史的価値を見出し今日の生活について考察を行うための史料とするという本研究

の視座についてもその有用性を明らかとした。今後も研究を継続し，国内各施設における所蔵状況を一元的に整理・

管理するための方法について検証を行い，国内での現存数が限られている家電製品資料の相互扶助による有効活用に

ついて，その可能性を検討して行きたい。 
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